




































　表 1─1 には、2015 年国勢調査における全国の回収方法の内訳を示した。
インターネットを利用した回答は全国では約 37％に達したが、対象世帯に
よるオンライン回答または紙製の調査票の自発的な提出が行われなかった比





業務を担当した。表 1─2 には、全国の国勢調査員の年齢構成の 1995 年以降
の推移を示した。2015 年調査については東京都分も示した。全国的に高齢



































郵送 57.4 ─ 34.1 ─ 36.6 ─ 34.0 ─ 25.1 0.0 36.4
オンライン 1.0 ─ 36.9 ─ 34.6 ─ 38.6 ─ 34.1 0.0 27.1




















式採用の告知の状況をみてみよう。表 1─3 には、2015 年調査の際の先行方
式に関する告知の状況とオンライン回答比率を示した。先行方式の明示的な







年次 20 歳未満 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上
1995 年 0.1 5.4 12.6 24.4 23.4 25.8 8.3
2000 年 0.1 5.0 11.0 19.4 25.2 27.9 11.5
2005 年 0.1 3.7 10.0 15.5 23.9 32.2 14.6
2010 年 0.1 3.2 9.0 13.1 18.6 36.8 19.3
2015 年 0.1 4.1 7.0 12.1 14.7 36.1 26.1



























渋谷区 19.0 足立区 11.3
中野区 24.3 台東区 12.6
豊島区 25.8 荒川区 12.8
葛飾区 26.3 新宿区 12.9
板橋区 26.8 北区 13.1
目黒区 27.8 千代田区 16.8
杉並区 28.1 港区 17.1
墨田区 29.2 世田谷区 18.8
江東区 29.5 文京区 18.9
江戸川区 31.1 中央区 20.8









9 月 20 日
9 月 21 日
～
9 月 27 日
9 月 28 日
～
10 月 7 日




1・2 月 合計 1）
方法 （比率）
郵送 2） 少数 少数 1179 770 1.1 1949 （34.1％）
オンライン 3） 1917 58 1975 （36.9％）
調査員等 内訳不明 1550 （29.0％）
1）　集計総数は約 5345 万世帯。
2）　計画上の期限は 10月 7日。委託先が東京大手町で封筒のQRコード読み取り・仕訳・発送作業を行った。
3）　計画上の受付期間は、9月 10 日～20 日。10 月 10 日まで修正可能。
4）　豪雨による浸水被害を受けた茨城県常総市の実地調査は、鬼怒川の西側（約 1.2 万世帯）では 10 月 28





対象期間・地域 転入者2） 出生者 その他3） 計 転出者4） 死亡者 その他5） 計
1995 年度　全国 5.3 0.9 0.1 6.3 5.3 0.7 0.1 6.1
2000 年度　全国 4.9 0.9 0.1 5.9 4.9 0.7 0.1 5.8
2005 年度　全国 4.5 0.8 0.1 5.5 4.5 0.8 0.1 5.5
2010 年度　全国 6） 4.1 0.8 0.1 5.0 4.1 1.0 0.1 5.1
2013 暦年　全国 7） 4.4 0.8 0.1 5.3 4.3 1.0 0.2 5.5
2014 暦年　全国 4.4 0.8 0.1 5.3 4.3 1.0 0.1 5.4
2015 暦年　全国 4.6 0.8 0.1 5.5 4.4 1.0 0.1 5.6
　21 大都市計 8） 6.7 0.9 0.1 7.7 6.1 0.9 0.2 7.2
　　東京都特別区部 8.6 0.9 0.2 9.6 7.3 0.8 0.3 8.5
1）　2010 年度までは、前年 3月末時点の外国人を除く総人口に対する比率。
　　2013 年暦年以降は、同年 1月 1日時点の外国人を含む総人口に対する比率。
2）　2015 暦年の転入者約 588.1 万人のうち国外からの転入者は約 50.5 万人。
3）　実態調査等により、住民票に職権で記載された者の数。
4）　2015 暦年の転出者約 567.0 万人のうち国外への転出者は約 28.7 万人。
5）　実態調査等により、職権で住民票を消除された者の数。
6）　岩手県陸前高田市の総人口だけは 2011 年 2 月 28 日現在、異動人口は 2010 年 4 月～2011 年 2 月分
のデータから算出。
7）　2012 暦年以降、集計対象に外国人および国外との転入者・転出者が加えられた。





による日本人の市区町村間移動者数は 2010 年～2015 年において年間 488～






















45～49 歳 3.17 1.20
50～54 歳 3.17 1.49
55～59 歳 3.34 1.49
60～64 歳 1.95 1.44
65～69 歳 2.03 1.53
70～74 歳 1.87 2.36
75～79 歳 2.10 2.32
80～84 歳 6.92 5.53




0～4 歳 1.62 1.09
5～9 歳 1.02 0.86
10～14 歳 1.04 0.72
15～19 歳 3.66 3.03
20～24 歳 9.44 8.02
25～29 歳 5.74 4.74
30～34 歳 3.28 3.18
35～39 歳 1.89 2.03













表 1─7　「5 年前の常住地が現住所である比率」（2010 年・2015 年）
（単位：％）




年　齢 男 女 男 女 男 女 男 女
総　数 70.9 73.4 70.1 72.4 59.7 63.2 48.9 53.1
　0～4 歳 1） 74.3 74.2 67.7 67.6 61.5 61.3 52.8 52.4
5～9 歳 60.0 59.8 59.5 59.4 52.5 52.4 43.3 43.2
10～14 歳 75.7 75.4 75.3 75.2 67.3 67.3 56.0 56.1
15～19 歳 73.0 74.5 72.4 73.9 64.0 64.6 54.8 54.3
20～24 歳 54.4 56.3 54.0 56.0 43.7 44.9 35.1 35.0
25～29 歳 45.2 43.6 44.0 42.6 32.7 32.9 23.5 23.7
30～34 歳 45.0 43.5 42.8 41.2 31.3 31.9 22.1 22.4
35～39 歳 55.2 57.4 53.2 54.6 41.4 44.4 30.3 32.7
40～44 歳 65.6 70.3 65.1 68.4 54.0 58.5 42.0 46.1
45～49 歳 74.1 79.4 72.0 76.7 61.5 67.5 50.0 55.8
50～54 歳 79.8 84.5 77.5 82.0 67.6 73.8 56.9 63.4
55～59 歳 83.4 87.0 81.7 85.5 72.4 78.3 62.8 69.8
60～64 歳 85.8 88.8 84.7 87.9 76.4 81.8 68.0 75.0
65～69 歳 88.6 90.2 87.3 89.5 80.5 84.2 73.1 78.1
70～74 歳 90.2 90.5 89.1 90.0 83.2 84.9 76.3 79.6
75～79 歳 90.5 89.3 89.6 88.6 84.2 83.3 78.0 79.0
80～84 歳 89.3 85.5 88.1 84.5 83.2 79.2 79.0 76.4
85 歳以上 83.7 75.0 82.2 73.2 77.9 69.3 76.8 70.1




















2010 年　全国 8.13 0.65 8.78
2011 年　全国 5.90 0.70 6.60
2012 年　全国 6.50 0.60 7.10
2013 年　全国 5.40 0.60 6.00
2014 年　全国 5.00 0.58 5.58
2015 年　全国 5.06 0.59 5.65
　福井地方裁判所 6.50 0.58 7.08
　仙台地方裁判所 6.50 0.72 7.22
　函館地方裁判所 6.25 1.08 7.33




　徳島地方裁判所 5.69 0.69 6.38
　奈良地方裁判所 5.68 0.42 6.11
　山形地方裁判所 5.67 0.44 6.11
　福岡地方裁判所 5.63 0.67 6.30
　旭川地方裁判所 5.58 1.17 6.75
　京都地方裁判所 5.55 0.57 6.12


















の 9％弱から 2015 年の 5％台へ低下傾向を示している。この合計比率が高い
地域には、住民基本台帳統計が示す人口の流出率が全国の水準より高い地域
と低い地域の両方が含まれており、両者の対応は明瞭ではない。なお、この












あった滋賀県では、「分類不能の産業」の対就業者総数比率が 2010 年調査の 5.1％






6）　2012 年 7 月以降外国人が集計対象に加えられたが、転入は年間 52～68 万人、転出
は年間 37～45 万人程度であるので影響は小さい。総務省統計局（2016f）
7）　基準日は 11 月 20 日、対象は全国の約 3.5 万世帯、約 8.3 万人である。
8）　相違は 20 代前半の男性では 9.4％、女性では 8.0％、80 代前半の男性では 6.9％、
80 代後半以上の女性では 15.6％に達する。
9）　抽出速報集計による 1年以内の転居率は 20 代後半の女性では 13.9％、同じく男性
では 13.8％に達する。





















さらに上記以外の市区町村が 2015 年 10 月 1 日時点についての自地域に関す
るデータを公表している場合がある。なお、国勢調査の基準日直前の 9月は
地域間移動が比較的少ない時期である。











































10 月 1 日
2016 年
年初
東京都 99.3 100.8 100.1 東京都 99.2 100.9 100.1
宮城県 100.1 100.6 100.0 宮城県 100.2 100.2 100.0
石川県 100.1 99.8 100.0 福岡県 100.0 100.1 100.0
北海道 100.5 99.3 99.9 北海道 100.4 99.8 99.9
福岡県 100.0 99.1 100.1 石川県 100.3 99.6 99.9
新潟県 100.6 99.1 99.9 新潟県 100.7 99.4 99.9
山口県 100.6 98.7 99.9 栃木県 100.3 98.9 100.0
栃木県 100.2 98.5 100.0 奈良県 100.4 98.9 99.9
福井県 100.4 98.4 99.9 山口県 100.7 98.9 99.8
山梨県 100.6 98.0 99.9 愛媛県 101.4 98.7 100.6
群馬県 100.2 98.0 99.9 群馬県 100.4 98.6 99.9
静岡県 100.3 97.8 99.9 静岡県 100.4 98.4 99.9
奈良県 100.5 97.4 99.9 福井県 100.5 98.3 99.9
愛媛県 100.6 97.4 99.9 青森県 100.9 98.3 99.8


















調査の時点に相当する毎年 10 月 1 日現在の概算値と確定値の差および 1か
月前の 9月 1日現在との変動がどの程度あるかを確認しておこう。表 2─2 に
は、国勢調査による把握度において最も変動が大きいと考えられる 20 代前
半の年齢層についての推計人口の概算値と確定値を示した。対象時点は





果自体の差をみてみよう。表 2─3 には、2000 年以降の国勢調査と同時点の
推計人口を性別年齢別に対比した。各年次とも 20 代を中心とする若年層に
おける差が大きく、特に男性における差が大きい。2015 年調査における 20










時点の推計人口の算出の基礎人口は変更される。つぎに 2016 年 1 月 1 日時
点の住民基本台帳人口と同時点の 2015 年国勢調査結果（確定値）に基づく






時点 2） 概算値 確定値 概算値 確定値
2012 年 9 月 1 日 321 321 306 306
2012 年 10 月 1 日 321 321 306 306
… … … … …
2013 年 9 月 1 日 318 318 302 302
2013 年 10 月 1 日 318 318 302 302
… … … … …
2014 年 9 月 1 日 318 318 300 300
2014 年 10 月 1 日 319 319 301 301
… … … … …
2015 年 9 月 1 日 320 321 301 302
2015 年 10 月 1 日3） 321 （322） 302 （303）
1）　外国人を含む総人口。
2）　2015 年 9 月 1 日までの概算値・確定値には 2010 年国勢調査結果に「年齢
不詳」者を按分して各年齢階級に加えたたものを基準人口として、国勢調
査以降の期間における変動を加減した値が採用されている。






























男性総数 6204 6211 7 6226 6235 9 6203 6233 30 6171 6184 13
0～4 歳 305 302 −3 290 285 −5 277 276 −1 267 255 −12
5～9 歳 306 308 2 302 304 2 284 283 −1 271 271 0
10～14 歳 336 335 −1 308 308 0 303 302 −1 287 287 −0
15～19 歳 384 383 −1 336 337 1 309 308 −1 306 309 3
20～24 歳 439 431 −8 387 375 −12 344 327 −17 321 305 −16
25～29 歳 506 497 −9 434 420 −14 378 369 −9 334 326 −8
30～34 歳 445 444 496 493 −3 419 422 3 371 368 −3
35～39 歳 409 410 1 442 440 −2 491 489 −2 423 420 −3
40～44 歳 391 392 1 407 407 −0 438 436 −2 495 491 −4
45～49 歳 447 447 −0 388 387 −1 403 401 −2 440 435 −5
50～54 歳 521 521 0 438 438 0 381 379 −2 400 397 −3
55～59 歳 428 429 1 506 508 2 428 426 −2 375 373 −2
60～64 歳 372 375 3 410 415 5 488 486 −2 417 415 −2
65～69 歳 334 336 2 352 355 3 392 390 −2 469 466 −3
70～74 歳 266 267 1 302 304 2 324 323 −1 361 358 −3
75 歳以上 315 319 4 428 429 1 542 539 −3 634 624 −10
不　詳 0 15 15 0 29 29 0 74 74 0 83 83
女性総数 6489 6482 −7 6543 6542 −1 6534 6573 39 6518 6525 7
0～4 歳 289 288 −1 275 272 −3 263 262 −1 253 244 −9
5～9 歳 291 294 3 287 289 2 271 270 −1 258 259 1
10～14 歳 319 319 0 294 293 −1 288 287 −1 273 273 0
15～19 歳 366 365 −1 320 319 −1 295 294 −2 291 292 1
20～24 歳 418 411 −7 369 360 −9 328 316 −12 302 292 −10
25～29 歳 488 483 −5 415 408 −7 361 360 317 315 −2
30～34 歳 435 434 485 482 −3 406 412 6 360 361 1
35～39 歳 402 402 −0 436 433 −3 479 477 −2 412 411 −1
40～44 歳 388 388 −0 403 402 −1 431 429 −2 483 482 −1
45～49 歳 446 445 −1 387 386 −1 399 397 −2 434 431 −3
50～54 歳 525 523 −2 441 441 0 382 381 −1 399 396 −3
55～59 歳 444 444 0 517 518 1 436 434 −2 380 379 −1
60～64 歳 397 399 2 437 439 2 510 508 −2 432 430 −2
65～69 歳 375 375 −0 389 389 −0 430 428 −2 502 498 −4
70～74 歳 323 323 0 359 360 1 375 373 −2 416 411 −5
75 歳以上 581 580 −1 728 731 3 881 877 −4 1005 988 −17








く下回っている。20 代後半では男性 4.4％、女性 3.6％の下回りとなってい
る。また、30 代の年齢層とその同居する子供に相当する 15 歳未満の年齢層
においても 20 代後半に次ぐ下回り幅がみられる。5歳未満では男性 3.7％、












総数 2） 61806 62465 −1.1 65222 65602 −0.6
　0～4 歳 2555 2654 −3.7 2441 2525 −3.3
5～9 2731 2805 −2.6 2599 2665 −2.5
10～14 2861 2908 −1.6 2724 2765 −1.5
15～19 3120 3105 0.5 2951 2957 −0.2
20～24 3124 3228 −3.2 2968 3069 −3.3
25～29 3304 3457 −4.4 3170 3287 −3.6
30～34 3733 3871 −3.6 3627 3724 −2.6
35～39 4230 4338 −2.5 4113 4181 −1.6
40～44 4979 5061 −1.6 4851 4899 −1.0
45～49 4436 4487 −1.1 4351 4382 −0.7
50～54 4065 4078 −0.3 4034 4035 −0.0
55～59 3775 3777 −0.1 3807 3795 0.3
60～64 4151 4141 0.2 4284 4252 0.8
65～69 4810 4789 0.4 5125 5091 0.7
70～74 3572 3516 1.6 4107 4047 1.5
75～79 2824 2786 1.4 3540 3498 1.2
80～84 2039 2000 2.0 3035 2986 1.6
85～89 1079 1052 2.5 2098 2054 2.1
90～94 346 340 1.8 1043 1031 1.1
95～99 64 65 −1.3 299 305 −2.0
























国勢調査 （A） （B） （B）／（A）
7～9月 2000 年 31.0 29.4 94.9
2005 年 27.6 25.8 93.4
2010 年 27.8 26.0 93.7
2015 年 26.2 22.3 85.1
4～6 月 2000 年 29.1 28.8 99.3
2005 年 26.1 25.6 98.3
2010 年 26.4 25.7 97.4
2015 年 25.0 24.0 95.9
1～3 月 2000 年 29.4 29.4 99.8
2005 年 26.3 26.2 99.3
2010 年 26.0 25.2 97.2
2015 年 24.3 23.3 95.9
10～12 月 1999 年 2000 年 28.8 28.5 98.9
2004 年 2005 年 27.5 27.1 98.5
2009 年 2010 年 27.0 26.4 97.7






















時点 15 年 10 月 15 年 12 月末 16 年年初 15 年 10 月 15 年 12 月末 16 年年初
総数 807136 1050070 1020241 945232 1182119 1154228
　 0～4 歳 32308 39669 39117 30414 36892 36487
　 5～9 歳 26070 32167 30885 25020 30740 29449
　10～14 歳 23382 28304 27198 22380 26648 25561
　15～19 歳 37564 48075 46793 36953 46254 45015
　20～24 歳 101656 149475 146903 95425 132294 129850
　25～29 歳 116883 170515 166569 111959 152401 148801
　30～34 歳 94476 128923 124982 110461 141159 137395
　35～39 歳 74721 98967 95383 99996 124517 121260
　40～44 歳 63467 81871 78872 93693 113896 111192
　45～49 歳 55670 71286 68886 88504 108995 106764
　50～54 歳 46245 58579 56748 67366 83303 81465
　55～59 歳 33535 41906 40541 45928 57148 55681
　60～64 歳 27929 33432 32525 33762 41036 39960
　65～69 歳 23174 27009 26236 24745 27255 28438
　70～74 歳 15617 17457 17053 18600 21162 20823
　75～79 歳 10159 11416 11178 13501 16036 15869
　80 歳以上 9157 11017 10354 16284 20459 20177
















2）　2011 年までは毎年 3月 31 日現在の集計が公表されていた。3月 31 日前後と比べ
て、12 月 31 日前後は人口移動が比較的小さく、9月 30 日前後はさらに小さい。
3）　一部の地方自治体が公表する住民基本台帳人口は 9月 30 日までの受付分を集計し
たものであるが、国勢調査の基準時点は 10 月 1 日午前 0時現在であるので、両者
の基準時点は実質的には同一である。



















　表 3─1 は、奈良県所在の各都市と郡部について 2005 年以降の転出・転入


















年次 地域 転出 転入 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
2015 年 奈良県 3.7 3.5 ─2.6 ─1.1 ― 15─20 ― 19 ― 2.3
　奈良市 3.7 3.6 ─1.5 0.3 18─20 15─23 19 20 4.1 18.8
　　大和高田市 3.8 3.2 ─5.0 ─3.1 ― ― ― ― ― ―
　　大和郡山市 3.4 3.2 ─2.3 ─0.8 15, 17 15─19 15 16 0.7 2.2
　　天　理　市 5.1 4.7 0.0 0.5 15─22,25 17─22 19 19 10.9 3.2
　　橿　原　市 3.8 3.5 ─0.8 ─2.7 16, 17 15─21, 23, 25 17 19 3.0 5.6
　　桜　井　市 3.1 2.9 ─4.0 ─2.7 ― 15.17 ― 17 ― 2.3
　　五　條　市 2.7 1.9 ─6.3 ─4.2 17 ― 17 ― 2.6 ―
　　御　所　市 3.3 2.5 ─3.6 ─1.7 15─17 ― 17 ― 5.4 ―
　　生　駒　市 3.7 3.7 ─3.0 ─1.7 16 15, 16, 18 16 16 0.2 1.5
　　香　芝　市 3.7 3.6 ─2.2 0.0 ― 15 ― 15 ― 0.4
　　葛　城　市 3.0 3.2 ─2.3 ─0.2 15 15─18 15 17 1.4 25.5
　　宇　陀　市 3.1 2.1 ─4.9 ─3.5 ― ― ― ― ― ―
　郡部 3.6 3.5 ─3.7 ─2.7 16,17 ― 16 ― 2.7 ―
　　川西町 3） 3.2 4.0 ─3.3 ─3.3 17,22 15, 16, 23 22 16 4.7 7.3
2010 年 奈良県 3.6 3.4 ─2.3 ─0.8 16 15, 18─21 16 19 0.4 2.6
　奈良市 3.4 3.4 ─1.5 0.5 17─22 15, 18─22 19 20 5.8 19.6
　その他の市 3.6 3.5 ─2.2 ─0.9 16 15, 16 16 15 0.1 0.3
　郡部 3.6 3.3 ─3.5 ─2.0 15─17 ― 16 ― 2.2 ―
2005 年 奈良県 4.1 3.7 ─2.5 ─0.9 16 18─20 16 19 0.7 3.5
　奈良市 4.2 3.7 ─1.7 ─0.1 16─22 17─22 20 20 6.9 18.5
　その他の市 4.1 3.8 ─2.3 ─0.9 16 15, 18, 19 16 19 0.6 1.0
　郡部 3.9 3.5 ─3.5 ─1.9 ― ― ― ― ― ―
1）　2005 年・2010 年は「住民基本台帳人口」と「外国人登録人口」の合計。2015 年は「住民基本台帳人
口」。





















1）　高知県も 2006 年 3 月 31 日現在分以降の市区町村別の年齢 3区分別住民基本台帳人




























（各年 10 月 1 日現在） （単位：％）
差率 1）
地域 特別区部 特別区部を除く市部
年次 範囲 総数 男性 女性 総数 男性 女性
2005 年 総人口 2） −0.6 ─ ─ 0.8 ─ ─
　日本人 −1.1 −1.1 −1.0 0.5 0.8 0.3
2010 年 総人口 2） 0.6 ─ ─ 1.0 ─ ─
　日本人 −0.5 −0.7 −0.3 0.5 0.5 0.6
2015 年 3） 総人口 0.9 0.9 0.9 0.8 0.7 1.0
　日本人 0.2 0.1 0.3 −0.6 −0.8 −0.5
1）　「差率」＝（「国勢調査人口」−「住民基本台帳人口」） ／ 「住民基本台帳人口」
2）　総人口は、外国人登録人口・国籍不詳人口を含む。2005 年・2010 年について
は 10 月 1 日現在の男女別外国人登録人口は公表されていない。
3）　「国勢調査による国籍不詳人口」は、特別区部・男性　62509 人、同・女性　





















2.8％、女性 0.8％）・国立市（男性 1.8％、女性 1.2％）などである。
　他方、国勢調査結果の上回りは 15 区・15 市において生じており、その幅
が大きい地域は区部では文京区（男性 6.0％、女性 3.4％）・台東区（男性
4.0％、女性 3.1％）・品川区（男性 3.4％、女性 2.0％）・板橋区（男性 1.8％、
女性 2.7％）などであり、市部では八王子市（男性 3.3％、女性 2.0％）・小金
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































葛飾区全域 2） 226632 −2.2 225858 −2.0 39.4 60.7 12.4
　堀切 4丁目 1925 −11.1 1923 −10.2 40.1 43.8 16.5
　新宿 5丁目 1066 −8.9 1053 −7.0 35.3 53.1 11.0
　金町 4丁目 1339 −7.8 1301 −8.8 45.2 56.1 9.7
　…
　東金町 7丁目 964 10.7 865 11.0 31.3 41.5 18.0
　小菅 1丁目 2286 70.6 1889 4.0 53.4 72.1 9.3
1）　比率は一般世帯総数・主世帯総数に対するもの。国勢調査結果。
2）　全市 153 町丁のうち住民基本台帳人口に対する国勢調査結果の下回り幅が男女いずれかにおいて 7％
以上の 3町丁および上回り幅が最大の町丁を掲げた。
総務省統計局 (2017）　東京都葛飾区（2015）






































墨田区全域 2） 130035 −1.6 130908 −2.0 48.1 75.0 3.9
　東墨田 1丁目 92 −19.6 68 −14.7 45.3 14.3 5.4
　東駒形 2丁目 789 −10.6 776 −5.8 46.3 58.8 2.9
　東墨田 3丁目 425 −8.9 375 −7.7 36.9 48.1 3.4
　石　原 3丁目 1506 −7.2 1272 −3.8 55.5 84.2 2.3
　立　川 2丁目 676 −7.1 642 −0.8 55.4 81.0 1.7
　錦　糸 3丁目 371 −4.9 373 −7.2 62.8 90.7 1.4
　…
　横　網 2丁目 607 −3.1 582 14.9 56.7 81.3 0.9
　千　歳 2丁目 503 24.1 432 −0.9 66.4 90.0 0.3
1）　比率は一般世帯総数・主世帯総数に対するもの。国勢調査結果。















　また、これらの地域では 2015 年国勢調査による把握人口の 2010 年国勢調






































立川市全域 2） 89489 −2.8 90074 −0.8 43.9 64.7 13.0
　緑町 1466 −17.5 1112 −1.3 51.4 99.5 0.6
　砂川町 6丁目 930 −16.2 830 −13.0 38.9 37.5 12.6
　富士見町 5丁目 654 −14.8 716 −9.5 46.2 58.5 23.6
　富士見町 4丁目 882 −14.2 804 −5.6 44.2 56.0 24.1
　栄町 4丁目 1181 −10.6 1150 −8.0 48.1 50.0 14.8
　西砂町 3丁目 459 −8.7 450 −4.7 30.4 19.3 13.6
　富士見町 3丁目 449 − 8.5 407 − 4.5 43.3 52.6 24.7
　栄町 5丁目 1586 − 8.2 1743 − 5.6 40.4 52.4 16.3
　一番町 6丁目 1578 − 7.0 1608 − 5.5 32.9 76.9 2.0
　… 607 −3.1 582 14.9 56.7 81.3 0.9
　幸町 1丁目 563 77.6 573 127.2 37.0 61.2 17.1
1）　比率は一般世帯総数・主世帯総数に対するもの。国勢調査結果。












1）　2015 年 10 月 1 日現在の住民基本台帳人口に登録された「外国人」が「総数」に占




3）　墨田区では 2015 年国勢調査による総人口は 2010 年国勢調査と比べて 3.5％（8668
人）増加しているが、両年次間の住民基本台帳人口（外国人を含む）はそれ以上の
4.3％（10818 人）増加している。葛飾区でも 2015 年国勢調査による総人口は 2010
年国勢調査と比べて 0.1％（327 人）増加しているが、両年次間の住民基本台帳人
口（同）はそれ以上の 0.6％（2786 人）増加している。立川市では 2015 年国勢調







民基本台帳）の相違を 2005 年・2010 年・2015 年について示した。2015 年


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 6─1 の各項目とも「不詳」は増加傾向にあり、2015 年国勢調査では「年



































2000 年　全国 22.9 14.8 8.0 135.5 174.1 98.5 174.1
2005 年　全国 48.2 29.2 19.1 ─ 335.7 147.2 335.7
2010 年　全国 97.6 57.1 40.6 616.4 883.8 207.1 620.6
2015 年　全国 145.4 82.8 62.5 1088.9 1125.7 271.3 774.3
（対把握総数比率）
全国 1.14% 1.34% 0.96% 8.57% 8.86% 2.47% 7.08%
　大都市 2） 1.61% 1.85% 1.38% 16.69% 16.03% 5.00% 13.68%
　　東京都特別区部 1.99% 2.22% 1.76% 28.30% 26.75% 9.55% 24.06%
　　　1人世帯 7.07% 7.42% 6.68% ─ ─ 31.73% ─

















地域 性別 2010 年 2015 年 増加
全国 男 0.92 1.34 0.42
全国 女 0.62 0.96 0.34
東京都福生市 男 0.52 14.50 13.98
東京都福生市 女 0.40 13.27 12.87
千葉県市川市 男 5.46 9.72 4.26
川崎市宮前区 男 0.70 9.70 9.00
川崎市宮前区 女 0.59 9.08 8.49
東京都立川市 男 0.77 8.78 8.01
東京都立川市 女 0.71 8.46 7.75
千葉県市川市 女 4.14 7.75 3.61
仙台市宮城野区 男 0.90 7.40 6.50
名古屋市東区 男 4.24 7.10 2.86
大阪府守口市 男 0.83 7.08 6.25
茨城県つくば市 男 1.87 6.89 5.02
仙台市若林区 男 2.14 6.72 4.58
京都市上京区 男 3.53 6.66 3.13
東京都渋谷区 男 4.18 6.47 2.29
京都市上京区 女 2.79 6.29 3.50
京都市上京区 女 2.79 6.29 3.50
福岡市博多区 男 4.35 6.26 1.91
地域 性別 2010 年 2015 年 増加
仙台市宮城野区 女 0.56 6.16 5.60
名古屋市東区 女 4.24 6.26 2.02
茨城県つくば市 女 0.90 6.13 5.23
大阪市 浪速区 男 4.42 5.82 1.40
石川県野々市市 男 2.64 5.82 3.18
大阪府守口市 女 0.40 5.80 5.40
山梨県昭和町 男 3.97 5.73 1.76
東京都世田谷区 男 0.55 5.71 5.16
大阪府箕面市 男 0.17 5.64 5.47
福岡市博多区 女 3.35 5.57 2.22
大阪市浪速区 女 4.06 5.56 1.50
福島県楢葉町 男 ─ 5.44 5.44
京都市下京区 男 4.94 5.36 0.42
沖縄県西原町 男 0.16 5.10 4.94
大阪市西成区 男 2.28 5.08 2.80
東京都渋谷区 女 3.26 5.07 1.81
東京都世田谷区 女 0.40 5.06 4.66
北九州市小倉北区 男 2.80 5.03 2.23
仙台市泉区 男 1.20 5.02 3.82













東京都 世田谷区 上北沢 2丁目 515 50.7 99.3 共同住宅 2）
大阪府 八尾市 西久宝寺 138 48.6 52.1 共同住宅
兵庫県 神戸市西区 平野町大畑 187 47.6 7.4 共同住宅 3）
兵庫県 相生市 桜ケ丘町 223 37.2 100.0 共同住宅
兵庫県 宝塚市 新明和町 154 33.8 89.5 共同住宅
大阪府 大阪市生野区 中川 5丁目 705 33.3 45.4 一戸建
熊本県 熊本市中央区 南熊本 2丁目 267 30.0 80.4 共同住宅
東京都 福生市 加美平 4丁目 1749 27.2 50.5 共同住宅
東京都 渋谷区 道玄坂 2丁目 517 26.5 88.9 共同住宅
京都府 京都市下京区 永松順風町 100 26.0 91.3 共同住宅
福岡県 北九州市小倉北区 堺町 2丁目 219 24.7 88.0 共同住宅
京都府 京都市下京区 永松稲荷町 313 24.6 75.0 共同住宅
福岡県 北九州市小倉北区 鍛冶町 2丁目 309 24.3 84.3 共同住宅
東京都 江戸川区 臨海町 4丁目 138 23.9 94.4 共同住宅
京都府 京都市北区 柊野上賀茂二軒家町 114 23.7 81.1 共同住宅
京都府 京都市上京区 出水東辰巳町 110 23.6 77.6 共同住宅
北海道 千歳市 桂木 1丁目 114 23.6 38.5 一戸建
東京都 千代田区 外神田 1丁目 183 23.5 76.6 共同住宅
愛知県 豊田市 鴻ノ巣町 1丁目 115 23.5 97.2 共同住宅
大阪府 大阪市西成区 出城 2丁目 419 23.4 55.0 共同住宅
京都府 京都市右京区 常磐野常盤北裏町 150 23.3 57.8 一戸建
愛知県 長久手市 根嶽 378 23.3 29.9 共同住宅
広島県 広島市南区 西蟹屋 1丁目 224 23.2 86.0 共同住宅
神奈川県 横浜市中区 松影町 4丁目 707 23.2 74.1 共同住宅 4）
大阪府 吹田市 藤白台 5丁目 258 22.9 67.3 共同住宅
京都府 京都市上京区 嘉楽松屋町 128 22.7 76.6 共同住宅
京都府 京都市中京区 城巽下松屋町 253 22.5 80.0 共同住宅
福岡県 北九州市小倉北区 京町 3丁目 175 22.3 79.5 共同住宅
広島県 広島市南区 猿猴橋町 181 22.1 83.1 共同住宅
福岡県 福岡市博多区 博多駅中央街 110 21.8 91.9 共同住宅
福岡県 久留米市 東合川 5丁目 139 21.6 35.2 共同住宅
宮城県 石巻市 湊字大門崎 190 21.6 72.0 一戸建
福岡県 糸島市 篠原西 1丁目 924 21.5 24.0 共同住宅
京都府 京都市上京区 聚楽下石橋南半町 140 21.4 87.2 共同住宅
大阪府 守口市 寺方本通 3丁目 349 21.2 42.9 共同住宅
宮城県 仙台市宮城野区 岩切 230 20.9 30.8 共同住宅
京都府 京都市上京区 嘉楽北小路中之町 188 20.7 86.5 共同住宅
大阪府 門真市 松葉町 242 20.7 68.8 一戸建
大阪府 箕面市 小野原西 4丁目 350 20.6 19.6 一戸建
熊本県 熊本市中央区 通町 117 20.5 97.4 共同住宅
福岡県 飯塚市 勢田 127 20.5 55.2 一戸建
大阪府 八尾市 新家町 7丁目 142 20.4 98.6 一戸建
京都府 京都市上京区 春日出水町 142 20.4 87.4 共同住宅
東京都 立川市 上砂町 1丁目 3542 20.4 36.7 共同住宅
東京都 新宿区 下宮比町 366 20.2 74.2 共同住宅
京都府 京都市中京区 龍池場之町 124 20.2 94.8 共同住宅
大阪府 箕面市 船場東 1丁目 135 20.0 83.5 共同住宅
京都府 京都市上京区 待賢家永町 130 20.0 82.1 共同住宅
京都府 京都市上京区 待賢西丸太町 280 20.0 63.9 共同住宅
1）　一般世帯に占める 1人世帯の比率。全国の比率は 34.5％。
2）　常住者のうち「施設等の世帯」の人員は 373 人。
























　　6～10 階建 2.4 1.8
　　11～14 階建 2.0 1.5




　　6～10 階 2.2 1.7
　　11～14 階 2.1 1.6
　　15 階以上 2.5 1.9
　　その他 0.7 0.5
　単独世帯 6.5 4.7








の「不詳」率は、表 6─1 に示したように非常に高く（男性では 6.5％、女性
































　下記のうちインターネット上の文書は、2017 年 3 月に閲覧した（国会図書館・
官庁・地方自治体サイトの URLは省略した）。新聞記事は、日本経済新聞社が提

















東京都千代田区（2015a）「平成 27 年国勢調査を実施 調査へのご協力をお願いしま
す」『広報千代田 No.1407 平成 27 年（2015 年）9月 5日号』同区サイト
東京都中央区（2015a）「国勢調査にご協力ください」『区のおしらせ　中央 2015
年 9 月 1 日号』同区サイト
東京都港区（2015a）「国勢調査を全国一斉に実施します」『広報みなと　2015 年 9
月 1 日号』同区サイト




東京都文京区（2015a）「国勢調査 2015」『区報ぶんきょう　8月 25 日号』同区サ
イト
東京都台東区（2015a）「平成 27 年は国勢調査の年です　回答をお願いします」
『広報たいとう　平成 27 年 9 月 5 日号』同区サイト
東京都墨田区（2015a）「国勢調査を実施します」『すみだ区報　2015 年 9 月 1 日
号』同区 サイト
東京都江東区（2015a）「国勢調査」『こうとう区報　平成 27 年 9 月 1 日号』同区
サイト
東京都品川区（2015a）「国勢調査にご協力をお願いします」『広報しながわ　平成
27 年 9 月 1 日号』同区サイト
東京都目黒区（2015a）「国勢調査にご協力ください」『めぐろ区報　平成 27 年 9
月 5 日号 』同区サイト
東京都大田区（2015a）「明日のあなたの暮らしのために　国勢調査にご協力を！」
『おおた区報　平成 27 年 9 月 11 日号』同区サイト
東京都世田谷区 （2015a） 「国勢調査」 『区のおしらせ　せたがや』 2015 年 9 月 1 日号
東京都渋谷区（2015a）「国勢調査を実施します」『しぶや区ニュース　平成 27 年
（2015 年）9月 1日号』同区サイト
東京都中野区（2015a）「国勢調査にご協力をお願いします」『なかの区報 2015 年 9
月 5 日号』同区サイト
東京都杉並区（2015a）「スマート国勢調査！」『広報すぎなみ　平成 27 年 9 月 1
日　第 2139 号』同区サイト
東京都豊島区（2015a）「平成 27 年国勢調査を全国いっせいに行ないます」『広報
としま』平成 27 年 9 月 1 日号　同区サイト
東京都北区（2015a）「国勢調査が始まります」『平成 27 年 9月 1日号』同区サイト
東京都荒川区（2015a）「平成 27 年国勢調査を実施しています」『あらかわ区報』
2015 年 9 月 11 月号　同区サイト
東京都板橋区（2015a）「スマート国勢調査 2015　インターネット回答がおすすめ
です」『広報いたばし　8月 22 日・29 日合併号）』同区サイト




成 27 年 9 月 5 日号』同区サイト
東京都江戸川区（2015a）「国勢調査にご協力ください」『広報えどがわ』平成 27



























































総務省統計局（2016a）「平成 27 年国勢調査 調査票の郵送提出状況（民間サポート
業務の実施状況）」同局サイト
総務省統計局（2016b）「平成 27 年国勢調査の実施状況を踏まえた 平成 32 年国勢
調査に向けた取組について」『平成 32 年国勢調査有識者会議（第 2回）提
出資料　同局サイト
総務省統計局（2016c）「平成 27 年国勢調査回答者属性の分析～事後調査速報集計


















































調査」『毎日新聞』2017 年 4 月 3 日朝刊
